
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,820 単位時間 570 単位時間 250 単位時間 1,000 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 51 単位 20 単位 8 単位 23 単位 0 単位 0 単位

80 人 19 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 7

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

中退率

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 有
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
一般社団法人
リハビリテーション教育評価機構

令和5年11月
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

https://jcore.or.jp/

病院

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 5

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 7

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

7

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 2

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総授業時数 51

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 24

0

うち必修授業時数 1,820

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 1,030

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

24

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.kumareha.ac.jp/course_ot/

92
■進学者数 0
■その他

0

うち企業等と連携した演習の授業時数 0

うち必修授業時数 51

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,820

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 1,030

うち企業等と連携した演習の授業時数

4 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A)
留学生数（生徒実員の内数）

(B)
留学生割合(B/A)

0

（令和7年度卒業生）

12
■地元就職者数 (F)　　　　　： 11
■就職率 (E/D)　　　　　　　　： 92

92

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 13
■就職希望者数 (D)　　　　　： 13
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和８年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
本学作業療法学科は、学校教育法並びに理学療法士及び作業療法士法（昭和40年6月29日法律第137号）に基づき、作業療法士として必要な知識及び技術を修得させる
と共に、医療従事者としてふさわしい人格の形成に努めさせることを目的とする。

学科の特徴（取得可
能な資格、中退率

等）

【取得可能な資格】　作業療法士、赤十字ベーシックライフサポーター、公認初級パラスポーツ指導員、福祉住環境コーディネーター2級、サービス接遇検定2級
【中退率】　0% （令和7年度　期初在籍者数33名　期末在籍者数33名）

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数

又は総単位数
講義 演習 実習 実験 実技

医療 医療専門課程 作業療法学科 - 平成21(2009)年度 平成27(2015)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

令和８年９月１日

861-8045

096-389-1133
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

医療法人 弘 仁 会 昭和35年3月24日 理事長　池田　宏伸 熊本県熊本市東区小山2丁目25-26
861-8045

096-380-0033

熊本総合医療リハビリテーショ
ン学院

昭和56年12月24日 学院長　牛島　一男 熊本県熊本市東区小山2丁目25-35

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



種別

①

②

③

③

③

③

③

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

牛島　一男 熊本総合医療リハビリテーション学院　学院長 －

山本　哲郎

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

　学生の就職先となる病院・医院等の医療機関及び介護老人保健施設等における作業療法士の専門性に関する動向等、
最新の実務に関する知識や技術・技能などを十分把握・分析したうえで、職業教育を実践する専門課程の作業療法学科
の教育を実施するにふさわしい授業科目の開設や授業内容・方法の工夫・改善等を行う。
　また、全国及び県レベルの作業療法士職能団体に専任講師全員が所属することはもとより、その団体の役員や部員とし
て全員が協力することで、職能団体としての方向性を踏まえ、授業科目の開設や授業内容・方法の工夫・改善等を行う。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　学則第１１条（委員会等の設置）の規程に基づき、教育課程編成委員会を設置し、「教育課程編成委員会及び学校関係
者評価委員会の位置付けに関する規程」及び運営組織図においてその位置付けを示している。本学の教育課程編成委員
会は、学院長を委員長として、設置する学科の代表者等と、専攻分野に関する職能団体の代表者、学術機関の代表者及
び各学科の関係施設の役職員からなる学外委員で構成し、現場のニーズを教育に反映させるべく教育課程の編成や臨床
実習の内容等を審議して実践的な専門教育の水準の維持向上を図ることとしている。学院長は、教育課程編成委員会で
審議された教育課程や臨床実習の内容等について職員会議に諮り、職員会議において決定する。学則変更等に係る重要
事項等については、職員会議の議を経て、法人理事会において最終的に決定される。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

牛島　由紀雄
一般社団法人 熊本県作業療法士会 会長
山鹿市民医療センター
リハビリテーション科 作業療法士長

令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

令和8年7月31日現在

平田　好文
熊本脳卒中地域連携ﾈｯﾄﾜｰｸ研究会 会員
日本脳神経外科学会・日本ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学会 会員
熊本託麻台ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院 理事長･病院長

令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

名　前 所　　　属 任期

宮本　和臣 熊本市消防局　警防部 救急課 課長
令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

大橋　妙子
熊本機能病院　総合リハビリテーション部
理学療法課　課長補佐

令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

今田　吉彦
熊本機能病院　総合リハビリテーション部
作業療法課　課長

令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

黒田　彰紀
熊本赤十字病院
臨床工学部付　係長

令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

上野　敏輝 株式会社 徳田義肢製作所　装具部　営業課　課長
令和8年4月1日～
令和10年3月31日（2年）

熊本総合医療リハビリテーション学院　顧問 －

中原　伸一 熊本総合医療リハビリテーション学院　副学院長 －

山中　圭介

熊本総合医療リハビリテーション学院
義肢装具学科　学科長

－

髙木　勝隆 熊本総合医療リハビリテーション学院　教育部長 －

渕野　浩二
熊本総合医療リハビリテーション学院
作業療法学科　学科長

－

本田　智裕

原田　俊和
熊本総合医療リハビリテーション学院
臨床工学学科　顧問兼学科長

－

熊本総合医療リハビリテーション学院
救急救命学科　顧問兼学科長

－

坂崎　浩一 熊本総合医療リハビリテーション学院　副学院長 －

熊本総合医療リハビリテーション学院　企画広報室長 －

福島　芳子
熊本総合医療リハビリテーション学院
理学療法学科　学科長

－

徳丸　健一 熊本総合医療リハビリテーション学院　事務部長 －

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

池田　光隆



（年間の開催数及び開催時期）

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

第２回　令和８年３月３日　１９：００～２０：３０

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

年２回　（９月、３月）

（開催日時（実績））
第１回　令和７年９月１６日　１９：００～２０：１８

　実習実施前に臨床実習指導者会議において、授業科目の担当教員から受け入れ施設の実習担当代表者に事前説明を
行い、実習内容の詳細について説明すると共に、実習開始１か月前には、実施要領と学生配置を郵送する。実習期間中
は、担当教員が各施設に電話連絡を適宜行うと共に、原則１回以上訪問し、学生の実習状況について直接確認すると共
に、実習担当者との情報交換及び学生への指導を行う。
　令和5年度より、臨床実習支援システムを本格的に導入し、学生による日誌登録、指導者による日誌へのコメント登録、
教員によるリアルタイムでの実習状況の把握ができる等、学修成果を随時確認している。
　実習終了時には、実習指導者により学生の学修成果の評価を受ける。

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
　日進月歩の医療・保健・福祉の現場で、必要とされる人材の養成に向けて、継続的・組織的に教育課程の見直しを進め
ており、各専攻分野に関する教育課程編成委員からの意見、提言を参考に新教育課程の見直し改善に取り組んでいる。
　令和7年度第1回教育課程編成委員会では、作業療法学科における教育課程の現状と新たな方向性について説明
を行い、学外委員からの意見、提言等を求めた。学外委員からは、ＡＩ学習は情報量が多すぎるため、学生の意
欲や自ら考える力を奪ってしまうのではないか。試行錯誤しながら解決策を探る過程が人材の育成につながると
考える。本来「深く考えること」が不可欠なリハビリテーションが、「考えなくても済む」ものに変わってしま
う可能性があることを危惧すると提言された。
　この提言をうけて、作業療法学科では、学生が自宅学習で様々なＡＩを活用して情報収集を行うことも予測さ
れるため、教員が作成した講義資料のみを学習させたＧｏｏｇｌｅのＡＩツール「Ｎｏｔｅｂｏｏｋ　ＬＭ」を
活用した学習を進めるように学生へ指導している。授業についても思考を活性化させるデザインの工夫を図って
行く予定である。また、3年制では1年次よりパソコンまたはタブレットの準備を必須化し、授業資料や小テス
ト、質問等において活用できるように授業デザインの工夫を進めている。
　令和7年度第2回教育課程編成委員会においては、作業療法学科における教育課程の現状と今後の課題について
説明を行い、学外委員からの意見、提言等を求めた。学外委員からは、1年生と2年生の合同授業を通して、先輩
である2年生が学習に臨む姿勢が1年生にプラスに働き、良い機会が広がっていくことが望ましいと提言がなされ
た。
　この提言をうけて、作業療法学科では、4年制の3年生と3年制の2年生の合同授業において、互いに教え合うこ
とができるグループ学習を取り入れています。これにより、先輩の学ぶ姿勢から良い影響を受けている面もあ
る。今後はさらに教員側が授業デザインを工夫し進めていく予定である。

見学実習Ⅰ（身体機能
系）

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

熊本機能病院、熊本脳神経外科病
院、江南病院、武蔵ケ丘病院、熊本
託麻台リハビリテーション病院、にしく
まもと病院、他、計9施設

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

　企業等との連携による実習･演習等の基本方針は下記のとおりとする。
　地域中核の急性期、回復期、維持期施設をはじめとし、学生の受け入れ実績がある施設を選定している。また、実習の
実施に当たり、学生一人に対し一人の作業療法士が指導者として担当する体制をとることが可能な施設を選定する。
 本学と病院･施設との連携においては、臨床実習指導者会議等や実習中の訪問の機会を定期的に設け、作業療法関係
者との意見交換を行う。

評価実習Ⅰ（身体機能
系）

身体機能系の作業療法対象者の生活を送る上での機能障害・
活動制限・参加制約等を把握し、全体像を捉えるために必要な
評価方法を臨床場面で習得する。また、評価結果から適切な作
業療法計画を立案することを本実習の主な目的とする。さらに
社会人・専門職業人としての自覚の向上・充実を図る。

有明成仁病院、菊南病院、熊本県こ
ども総合療育センター、熊本セントラ
ル病院、熊本地域医療センター他、計
9施設

作業療法場面の見学を通して、作業療法の対象疾患や治療・
指導・援助の内容について理解を深める。また、担当事例の検
討を通して、作業療法対象者を生活者として全体像をとらえる
視点について学ぶ。さらに社会人たる基本的な姿勢を意識した
態度・行動をとりながら、専門職業人としての自覚の向上・充実
を図る。



研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

臨床教育者からの指導やその模倣、その考え方を通じ、作業療
法対象者の生活を送る上での機能障害・活動制限・参加制約
等を把握し、全体像を捉え適切な作業療法計画の実施及び
ゴール設定を行い、介入方法や効果判定を臨床場面で習得す
る。また、作業療法実践における日々の記録や報告を通し、管
理運営の理解を深める。

臨床教育者からの指導やその模倣、その考え方を通じ、作業療
法対象者の生活を送る上での機能障害・活動制限・参加制約
等を把握し、全体像を捉え適切な作業療法計画の実施及び
ゴール設定を行い、介入方法や効果判定を臨床場面で習得す
る。また、作業療法実践における日々の記録や報告を通し、管
理運営の理解を深める。

地域作業療法学実習

　学会・研修会等への参加及び専攻分野における臨床研修等は、現在就いている職又は将来就くことが予想される職に係る職務の
遂行に必要な知識、技術、技能及び指導力等を修得させることにより、教職員の能力及び資質の向上に組織的に取り組むことを基本
方針とする。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

第21回熊本作業療法学会 連携企業等： 熊本県作業療法士会

令和8年2月1日（日） 対象： 作業療法士、他

「伴走」～地域課題への挑戦～」をテーマに、基調講演、教育講演、一般演題等を通して、作業療法の実
務に関する内容について、研修した。

全国地域作業療法研究大会　第31回学術集会 連携企業等：
日本地域作業療法研
究会

令和8年2月28日（土）、3月1日（日） 対象： 作業療法士、他

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

「OT CAN MAKE A DIFFERENCE.ー地域をつなぎ、暮らしを変えるOTのちからー」をテーマに、「地域を変
えるOTの実践とは何か」「制度を超えて暮らしを支えるとはどういうことか」について、地域での実践を踏ま
えて具体的な取り組みの講演と一般演題を通して、地域における作業療法の実務に関する内容について
研修した。

九州作業療法学会2025in 宮崎 連携企業等： 九州作業療法士会長会

令和7年6月21日(土)～22日(日) 対象： 作業療法士、他

「～VISION～作業療法のこれからを考える～」のテーマの下、講演、パネルディスカッション、シンポジウ
ム、セミナー、一般演題などを通して、作業療法の実務に関する内容について研修した。

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

評価実習Ⅱ（精神機能
系）

精神機能系の作業療法対象者の生活を送る上での機能障害・
活動制限・参加制約等を把握し、全体像を捉えるために必要な
評価方法を臨床場面で習得する。また、評価結果から適切な作
業療法計画を立案することを本実習の主な目的とする。さらに
社会人・専門職業人としての自覚の向上・充実を図る。

荒尾こころの郷病院、希望ヶ丘病院、
くまもと心療病院、桜が丘病院、平成
病院、玉名病院他、計8施設

臨床実習Ⅱ（総合）

熊本機能病院、済生会熊本病院、桜
十字八代リハビリテーション病院、佐
賀整肢学園こども発達医療センター、
熊本県立こころの医療センター、くま
もと悠心病院、平成病院、益城病院
他、計13施設

臨床現場に必要な地域特性や地域保健、医療及び福祉制度、
地域作業療法について事前学習を行い、地域における多職種
連携や支援など具体的方法等について見学等を通して実習を
行う。

介護老人保健施設あさひコート、谷田
病院、にしくまもと病院通所リハビリ
テーションれんげ草、介護老人保健
施設清雅苑、介護老人保健施設サン
ライズヒル他、計11施設

臨床実習Ⅰ（総合）

宇城総合病院、くまもと成仁病院、熊
本リハビリテーション病院、西日本病
院、平成とうや病院、菊池有働病院、
ニキハーティホスピタル、弓削病院
他、計13施設



研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

①専攻分野における実務に関する研修等

令和8年7月4日（土）～5日（日） 対象： 作業療法士、他

「THE VALUE～まくとぅそーけーなんくるないさ～」のテーマの下、講演、シンポジウム、セミナー、一般演
題などを通して、作業療法の実務に関する内容について研修する。

九州作業療法学会2026in 沖縄 連携企業等： 九州作業療法士会長会

キャリア教育の重要性と育成する非認知能力をテーマに研修および演習を行った。

第30回日本作業療法教育学術集会（ハイブリッド開催） 連携企業等： 日本作業療法教育学会

令和7年11月29日（土）～11月30日（日）
（オンデマンド配信　令和7年12月8日～令和8年1月31日）

対象： 作業療法士

「今，作業を学ぶことを考える」をテーマに、大会長講演、特別記念講演、指定後援教育講演、シンポジウ
ム等を通し、指導力の修得・向上のための研修を行った。

（３）研修等の計画

令和7年12月7日(日) 対象：
熊本県内の医療人育
成関係者等

医療系人材の養成には高等教育が不可欠だが、学費負担の増加により学生の経済的負担が深刻化して
いる。奨学金制度や学生支援、医療人材育成の課題について多角的に議論され、奨学生を交えた演者に
よる討論も行われた。

令和7年度九州地区私立リハビリテーション学校連絡協議
会主催研修会

連携企業等：
九州地区私立リハビリ
テーション学校連絡協
議会

令和7年8月1日(金) 対象：
九州地区私立リハビリ
テーション学校連絡協
議会職員

連携企業等： 九州精神科病院協会

令和7年11月27日(木)・28日(金) 対象：
作業療法士、看護師
他

集い、学ぶ精神医療～困難を乗り越える知恵を共有しよう～のテーマで、講演、シンポジウム、研修セミ
ナーなどを通して、精神科医療や作業療法の実務に関する内容について研修する。

②指導力の修得・向上のための研修等

第16回熊本県医療人育成総合会議 講演会 連携企業等： 肥後医育振興会

令和7年度熊本県私立専修学校各種学校教職員研修会 連携企業等：
熊本県専修学校各種
学校連合会

令和7年8月29日（金） 対象：
熊本県専修学校各種
学校連合会会員校

専修学校をめぐる最近の動向、人権教育の推進、年金制度についての研修が行われた。

第70回九州精神医療学会



研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：
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内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

研修名：

期間：

内容：

令和8年6月18日（木） 対象： 作業療法士

海外のOT教育から学べることについて、WFOT教育基準2026 の情報共有と小グループディスカッションを
通して研修を行う。

令和8年11月頃 対象：
九州地区私立リハビリ
テーション学校連絡協
議会職員

未定

第1回社会作業療法学会 連携企業等： 社会作業療法士協会

令和8年10月3日（土）～令和8年10月4日（日） 対象： 作業療法士

社会課題に挑む作業療法ーいま、ここから広がるOTの未来ーをテーマに、教育講演、シンポジウム等を
通して、研修を行う。

令和8年度九州地区私立リハビリテーション学校連絡協議
会主催研修会

連携企業等：
九州地区私立リハビリ
テーション学校連絡協
議会

第31回日本作業療法教育学術集会 連携企業等： 日本作業療法教育学会

令和8年10月24日（土）～10月25日（日） 対象： 作業療法士

体験と対話 －シン・アクティブラーニング－をテーマに、講演、シンポジウム、ワーク等を通して、指導力の
修得・向上のための研修を行う。

シリーズ作業療法教育（第5回オンラインセミナー）　Web開
催

連携企業等：
日本作業療法教育研
究会

沖縄から発信するゆいまーる精神医療 ～地域包括ケアと多職種連携の未来～

日本精神障害者リハビリテーション学会　第33回　京都大
会

連携企業等：
日本精神障害者リハ
ビリテーション学会

令和8年12月19日（土）・20日(日) 対象：
作業療法士、看護師
他

語り合い、つながり合い、ともに生きる―リカバリーの新しい風を京都から―のテーマで、講演、シンポジウ
ム、研修セミナーなどを通して、精神科リハビリテーションや作業療法の実務に関する内容について研修
する。

②指導力の修得・向上のための研修等

令和9年2月下旬 対象： 作業療法士他

地域包括ケアシステムにおける作業療法の実践と展開について、具体的な取り組みの講演と一般演題発
表を通して、地域における作業療法の実務に関する内容について研修する。

第71回九州精神医療学会 連携企業等： 九州精神科病院協会

令和8年12月3日(木)・4日(金) 対象：
作業療法士、看護師
他

全国地域作業療法研究大会　第31回学術集会 連携企業等：
日本地域作業療法研
究会



種別

専攻分野に関す
る学術機関の有
識者

専攻分野に関す
る知識、技術、
技能について知
見を有する業界
関係者

専攻分野に関す
る知識、技術、
技能について知
見を有する業界
関係者

専攻分野に関す
る知識、技術、
技能について知
見を有する業界
関係者

笠岡　俊志
熊本大学病院　災害医療教育研究センター
教授・センター長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

長福　武志
熊本セントラル病院　リハビリテーション科
科長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

熊本機能病院　総合リハビリテーション部
作業療法課　課長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

黒田　彰紀
熊本赤十字病院
臨床工学部付　係長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

今田　吉彦

令和8年7月31日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 (９)法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 (１０)社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）学校関係者評価結果の活用状況

学校関係者評価委員会からの提言を受け、下記事項について見直しを進めている。
・学生のモチベーションを高めるということは、自発的な学習につながると思っている。OB等から臨床の話を聞
く機会等、学生の自発的な学習へ繋がるような取り組みを何かされているかとの意見を受けて、学生のモチベー
ション向上を目的として、国家試験受験前日に「国家試験対策学習に関するアンケート調査」を実施している。
具体的には、「勉強の進め方の基本」や「効果的な時間の使い方」など、後輩がすぐに実践できるアドバイスを
まとめ、先輩たちの経験談が後輩の学習意欲を高め、自発的な学習へと繋がることを期待している
・動画やオンデマンド教材を活用した学習支援が進んでいるが、国家試験対策でも、解説動画のように学生が自
主的に繰り返し確認できる教材を取り入れると、より学習効果や合格率向上につながるのではないかとの提言を
受けて、作業療法学科では学習管理システム（Moodle）を通じて、すでに国家試験対策の解説動画や講義動画を
学生に提供している。これらの教材は、学生が時間や場所を問わずに繰り返し学習できるため、自分のペースで
苦手分野を克服したり、理解を深めたりする上で非常に効果的であると認識し、活用を推奨している。合わせ
て、GoogleのAIツール「NotebookLM」を用いた質問対応ができるチャット機能を導入している。今後もAIの活
用を拡充した取組みを行っていく。
・近年、就職試験の時期が早まっている印象がある。臨床実習終了と就職活動開始の間の期間が短いと、必要な
情報が十分に揃っていない状況での就職活動となり、学生にとって不利益となる恐れもあるため、臨床実習の時
期と就職活動の時期の設定について配慮が必要との提言を受けて、求人情報については、紙媒体および学院ホー
ムページ等で随時閲覧できるようにしている。さらに、対面形式とオンライン形式による説明会の開催も行って
いる。実習期間中の見学や就職試験については、学生の状況に応じて柔軟に対応している。
・広報活動においては、学生が企画段階から積極的に関わることが重要だと考える。教職員が一方的に進めるの
ではなく、学生の意見を取り入れながら、共に考えていくことが大事である。また、SNS を積極的に活用するこ
とで広報活動の幅が広がるのではないかとの提言を受けて、現時点では教職員が中心となって運用しており、学
生は主に「被写体」として登場する形にとどまっている。今後は、学生自身が情報発信により深く関与すること
で、より魅力的な広報活動に繋げることができるように取り組んでいく。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

（２）学校運営 (２)学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　本学院の自己評価結果について評価し、自己評価結果の客観性・透明性を高め、学校関係者評価委員会と学院との連
携協力のもと、教育活動その他の運営状況の改善を図ることを基本方針とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目的・育成人材像 (１)教育理念・目的・育成人材像

（６）教育環境 (６)教育環境
（７）学生の受入れ募集 (７)学生の募集と受け入れ
（８）財務 (８)財務

（３）教育活動 (３)教育活動
（４）学修成果 (４)学修成果
（５）学生支援 (５)学生支援



専攻分野に関す
る知識、技術、
技能について知
見を有する業界
関係者

専攻分野に関す
る知識、技術、
技能について知
見を有する業界
関係者

接続がある
学校の関係
者

卒業生

保護者

（５）様々な教育活動・教育環境 （５）様々な教育活動・教育環境
（６）学生の生活支援 （６）学生の生活支援
（７）学生納付金・就学支援 （７）学生納付金・就学支援

（４）キャリア教育・実践的職業教育 （４）キャリア教育・実践的職業教育

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

　本学は、医療専門職の総合的養成施設として医療、保健、福祉の分野で人々の健康とその人らしいくらしの実現に寄与
する人材を養成し、社会に貢献するという教育理念を掲げている。教育理念を具現化するにあたり、本学の情報を提供し、
本学の教育活動への理解と協力を積極的に図ることによって、医療保健福祉関連施設・関連団体・教育機関・学生・保護
者との信頼関係をより強めたいと考える。関連法規を遵守し、ホームページやパンフレット、また諸会議をもって最新の情
報を提供することを基本方針とする。

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 （１）学校の概要・教育目標等

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

（２）各学科（コース）等の教育 （２）各学科の教育
（３）教職員 （３）教職員

公表時期： 令和8年5月31日

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 （８）財務諸表等
（９）学校評価 （９）学校評価
（１０）国際連携の状況

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.kumareha.ac.jp/information

黒木　幸博
熊本総合医療リハビリテーション学院　後援会
会長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.kumareha.ac.jp/information
公表時期： 令和8年2月5日

柿原　聡

上野　敏輝
徳田義肢製作所 装具部 営業課
課長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

宮本　和臣
熊本市消防局 警防部 救急課
課長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

熊本中央病院　臨床工学科
副技士長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）

藤本　浩明
熊本県立東稜高等学校
校長

令和７年４月１日～
令和９年３月３１日（２年）
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1 ○ 教育学
教育は、人間がこの社会の中で存在するため
に必要不可欠な営みである。教育のはたらき
の基礎を学び、教育のさまざまな姿を知る。

3
前

30 2 ○ ○ ○

2 ○ 作業分析学Ⅱ
作業分析及び作業心理学の概要、人間工学の
手法について講義を行い、包括的作業分析と
限定的作業分析方法を用い演習を行う。

3
後

30 1 ○ △ ○ ○

3 ○
基礎作業療法
学演習Ⅲ

作業療法場面において必要な臨床医学( 精神
医学、臨床心理学) の基礎的知識を講義・演習
を通して学ぶ。

3
前

30 1 ○ △ ○ ○

4 ○
職 場 管 理 ・ リ
スクマネジメン
ト論

健全な組織運営に必要な労務・人・医療安全・
報酬・情報等の管理について、法・制度や倫理
の視点から構造を学習する。また、医療安全管
理については、院内感染や医療事故等を未然
に防ぐ具体的対策を考え、演習を通して、より
実践的に学ぶ。

3
後

30 1 ○ △ ○ ○

5 ○
作業療法管理
学

作業療法士として、作業療法部門の業務を適
正に管理運営するにあたっての管理について
の理解を深め、国家資格取得後に現場で活動
する医療人・組織人としての資質を高めること
を目的とする。チームの一員としてまた、管理
者として求められる社会保障制度の概要や職
場での管理業務・リスク管理のあり方、自己管
理や学生指導の基本的考え方等について理解
を深める。職能団体の活動状況の理解を踏ま
え、広く国民の医療・保健・福祉の向上に資す
るための取り組みについて学ぶ。

3
後

30 1 ○ △ ○ ○

6 ○
作業療法評価
学Ⅲ

各領域、疾患に対する評価に必要な知識や技
術を講義・演習を通して学ぶ。

3
通

60 2 △ ○ ○ ○ ○

7 ○
作業療法評価
学Ⅳ

事例（脳血管障害、統合失調症、認知症等）を
用い、作業療法評価の視点や評価結果から心
身機能と構造、活動と参加、背景因子との関連
性を考察し、熊リハ版アセスメントシートを通し
講義・演習を行う。

3
後

30 1 ○ ○ ○

8 ○
作業療法評価
学Ⅴ

OSCE（客観的臨床能力評価）とは、「技能・態
度」の医学教育における客観的能力評価であ
る。臨床実習開始前 OSCE にて身体障害領
域、精神障害領域における手技の確認を行う。

3
後

30 1 ○ △ ○ ○

9 ○ 画像評価学
各領域、疾患に対する評価に必要な画像情報
の利用について、講義・演習を通して学ぶ。

3
前

30 1 ○ △ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（医療専門課程 作業療法学科）令和８年度
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10 ○
作業療法治療
学Ⅰ演習

知識は予習で学習を行い、応用演習問題を用
いてディスカッションを行いながら応用力を高め
る。中枢神経疾患の作業療法について作業療
法評価計画とアプローチ方法をチーム基盤型
学習（TBL）にて講義と演習を行う。

3
前

60 2 △ ○ ○ ○ ◯

11 ○
作業療法治療
学Ⅱ演習

作業療法の対象となる疾患のうち、主として整
形外科関連の対象に対して、疾患の基礎知識
と作業療法評価、治療について講義する。ま
た、自助具やスプリントの製作実習を通して、
必要な製作技術を講義する。

3
前

60 2 ○ △ ○ ○ ○

12 ○
作業療法治療
学Ⅲ演習

模擬事例を通し、臨床場面に沿った流れで、評
価から作業療法実施まで行う。また、グループ
ごとの疾患のまとめや、専門家・経験者の語り
から、精神障がいについて理解を深める。

3
前

60 2 △ ○ ○ ○ ○

13 ○
作業療法治療
学Ⅳ

・ 人間発達の過程と発達課題、発達障害に対
する評価・治療及び援助の実践を学ぶ。また、
発達障害における支援制度や地域における発
達支援方法を学ぶ。
・ 各疾患の臨床像をイメージでき、抱える課題
を解決する為の作業療法評価・実践方法を想
起できるようになる。

3
通

60 2 ○ △ ○ ○

14 ○
作業療法治療
学Ⅴ

老年期障がいおよび認知症を有する高齢者に
対する作業療法の基礎知識・評価・作業療法
アプローチについて講義・演習を行う。

3
前

60 2 ○ △ ○ ○

15 ○
作業療法治療
学Ⅵ

内部障害に対する作業療法に必要な病態や治
療の基礎知識及びリスク管理に関する知識と
技術について講義を行う。

3
前

30 1 ○ △ ○ ○ ○

16 ○
作業療法学研
究Ⅰ

作業療法における研究について、基本的事
項，研究計画書作成について講義する。

3
前

30 1 ○ △ ○ ○

17 ○
作業療法学研
究Ⅱ

・ ３年次に履修した「作業療法学研究Ⅰ」をもと
に研究計画を作成し、実験データの整理及び
結果について科学的視点から考察し、個別指
導を通し論文発表等の演習を行う。

4
通

40 1 ○ ○ ○

18 ○
地域作業療法
学概論

地域リハビリテーションの概念、各領域におけ
る地域生活支援、地域作業療法の実際につい
ての講義

3
後

30 1 ○ △ ○ ○ ○

19 ○ 生活環境論
対象者の自立した生活を支援するための福祉
用具や住宅改修等について、視聴覚教材等も
使用し、講義・演習を通して授業する。

3
通

60 2 ○ △ △ ○ ○ ○

20 ○
地域作業療法
学技術論

・ 地域ケア会議より明らかになった地域課題を
グループでプロジェクトベースドラーニングを用
いて考察・検証・プレゼンテーションを行う
・e- スポーツは非常勤講師による講義と実践
を行う

3
前

30 1 ○ △ ○ ○ ○ ○ ○



21 ○
評 価 実 習 Ⅰ
（身体機能系）

作業療法対象者の生活を送る上での機能障
害・活動制限・参加成約等を把握し、全体像を
捉えるために必要な評価方法を臨床場面で習
得する。また評価結果から適切な作業療法計
画を立案することを本実習の主な目的とする。
さらに社会人たる基本的な姿勢を意識した態
度・行動をとりながら、専門職業人としての自覚
の向上・充実を図る。

3
後

120 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 ○
評 価 実 習 Ⅱ
（精神機能系）

作業療法対象者の生活を送る上での機能障
害・活動制限・参加成約等を把握し、全体像を
捉えるために必要な評価方法を臨床場面で習
得する。また評価結果から適切な作業療法計
画を立案することを本実習の主な目的とする。
さらに社会人たる基本的な姿勢を意識した態
度・行動をとりながら、専門職業人としての自覚
の向上・充実を図る。

3
後

120 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 ○
臨 床 実 習 Ⅰ
（総合）

臨床教育者からの指導やその模倣、その考え
方を通じ、作業療法対象者の生活を送る上で
の機能障害・活動制限・参加制約等を把握し、
全体像を捉え適切な作業療法計画の実施及び
ゴール設定を行い、介入方法や効果判定を臨
床場面で習得する。また、作業療法実践におけ
る日々の記録や報告を通し、管理運営の理解
を深める。

4
前

360 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 ○
臨 床 実 習 Ⅱ
（総合）

臨床教育者からの指導やその模倣、その考え
方を通じ、作業療法対象者の生活を送る上で
の機能障害・活動制限・参加制約等を把握し、
全体像を捉え適切な作業療法計画の実施及び
ゴール設定を行い、介入方法や効果判定を臨
床場面で習得する。また、作業療法実践におけ
る日々の記録や報告を通し、管理運営の理解
を深める。

4
前

360 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 ○
地域作業療法
学実習

臨床現場に必要な地域特性や地域保健、医療
及び福祉制度、地域作業療法について事前学
習を行い、地域における多職種連携や支援な
ど具体的方法等について見学等を通して実習
を行う。

4
後

40 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

54

期

週

卒業要件及び履修方法 授業期間等

卒業要件： 所定の課程を修了した者 １学年の学期区分 2

合計 科目 96（2,785） 単位（単位時間）

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

授業科目ごとにその授業時間の3分の2以上出席した者 １学期の授業期間 17

（留意事項）

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

履修方法：
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